
コロナと戦い、市民の命とくらしを守り抜く
～さいたま市緊急対策 第４弾～

令和２年６月２４日（水）

市長定例記者会見

【令和２年６月定例会 追加提出予算議案の概要】
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日別 累計

陽性者数：１７３名（感染経路不明者数：６４名）
※さいたま市保健所で把握した人数（市外在住の方を含む）
※市外検査で陽性が判明した市民８名（4/17まで計上）を含む

市民陽性者数：１７８名
※市内居住者（市外の検査で陽性が判明した方を含む）

（入院中：３名 退院・療養終了：１６６名 死亡：９名）
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さいたま市の新型コロナウイルス感染状況について（6月22日時点）
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土・日曜日、祝・休日除く
8：30～17：15新型コロナウイルスの感染拡大への本市の基本的な考え方

基本的な考え方

市民の命や生活を守ることを最優先に、国や県の財政的支援措置の最大限の

活用と、国の支援策のすき間を埋める市独自の支援策をスピード感をもって展開し、
長期的かつ安定的な感染拡大防止策や医療提供体制の整備と、市民生活や
経済活動に及ぼす影響の最小限化、活力の回復に取り組む。

（１）緊急支援フェーズ （２）Ｖ字回復フェーズ

➡感染拡大防止と事態の早期収束に全力で取り組む
とともに、その間の雇用・事業・生活を守り抜く

① 感染拡大防止及び感染者の急増に備えた
医療提供体制の早急な整備

② 中小企業・小規模事業者の支援及び市民生活の
下支え

➡地域経済の再活性化に取組、
人の流れと街の賑わいを取り戻す

●２つのフェーズ

コロナと戦い、
市民の命とくらしを守り抜く

～さいたま市緊急対策 第４弾～



・ 学校における感染症対策及び学びの保障に必要な人的体制の強化

・ 学校における感染症対策及び学びの保障に必要な物的体制の強化

・ 認可外保育施設に登園自粛した利用者の保育料の助成

・ 抗原検査・唾液によるＰＣＲ検査などにも対応した検査費用の公費負担

・ 不安を抱える妊産婦への支援の強化

・ 入院患者の受入れを行う医療機関への協力金

・ 就労継続支援Ａ・Ｂ型事業所に対する再起に係る経費の支援

・ 就労継続支援Ｂ型事業所における障害者の工賃の支援

・ 介護サービス事業所等に対する事業継続に係る支援

土・日曜日、祝・休日除く
8：30～17：15さいたま市緊急対策 第４弾 概要

①感染拡大防止及び感染者の急増に備えた医療提供体制の早急な整備

②中小企業・小規模事業者の支援及び市民生活の下支え

取組①

取組④

取組⑦

取組⑧

医療体制の強化

福祉・介護サービスの事業継続等

取組⑨

取組⑤

感染拡大防止及び教育活動のサポート

取組②

取組⑥

取組③



・ 生活困窮者相談支援員の増員配置

・ 生活困窮者への一時的な住居の提供等の支援

・ ひとり親世帯臨時特別給付金の支給

土・日曜日、祝・休日除く
8：30～17：15さいたま市緊急対策 第４弾 概要

令和２年６月定例会 追加提出議案

総額(一般会計)
１９億５，９０５万９千円

※取組③を除く

市民生活の下支え

取組⑩

取組⑪

取組⑫

さいたま市緊急対策

第１弾 約３００億４千万円

第２弾 約１,３８７億７千万円

第３弾 約４億７千万円

第４弾 約２１億６千万円

合計 約１,７１４億４千万円
※うち、規定(当初)予算 約８千万円



医療機関が実施するＰＣＲ検査数の増加、抗原検査や唾液によるＰＣＲ検査など新しい検査方法を導
入するため、新型コロナウイルス感染症検査費用の公費負担に係る経費について、補正を行うもの。

令和２年６月

１２３，８４６千円（国の補助金を活用）

抗原検査・唾液によるＰＣＲ検査などにも対応した検査費用の公費負担(感染症予防事業)

概要

・今後も増加が見込まれるＰＣＲ検査や抗原検査費用の自己負担分を、引き続き市が負担することで、市民が安
心して検査を受けることができます。

効果

開始時期

予算額

取組① ６月追加補正



新型コロナウイルス感染症の流行下で、強い不安を抱えて生活している
妊産婦の方々へ寄り添った支援を強化します。

【予算額計 138,190千円】（国の補助金を活用）
【支援内容】

①不安を抱える妊婦への分娩前のPCR検査
不安を抱える妊婦が、かかりつけ産婦人科医と相談し、本人が希望する場合、
分娩前のPCR検査費用を助成する。助成額:20,000円（1人1回を限度）

【136,800千円】
②新型コロナウイルスへの感染が確認された妊産婦に対する寄り添い型支援
感染確認後、退院した妊産婦に対し、家庭訪問や電話相談などにより、
寄り添った支援を実施する。 【457千円】

③オンラインによる保健指導等の実施
不安や悩みを抱える妊産婦等に対し、保健師等がタブレット端末を用いて、画面
上で対話をしながら相談・支援を実施する。 【933千円】

【実施時期】 予算成立後、速やかに準備を開始し、令和３年３月までを予定

不安を抱える妊産婦への支援の強化（母子保健健診事業）

概要

新型コロナウイルス感染症に係る妊産婦の不安が軽減され、安心して産前産後を過ごすことができます。

効果

退院

寄り添い型支援のしくみ

助産師等によ
る訪問等

診療情報提供

業務委託
＠20,000円

PCR検査
（自己負担なし）

PCR検査のしくみ（保険適用外）

取組② ６月追加補正



① 新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる病床を確保した医療機関に対する協力金

⇒ 患者の更なる増加に備え、医療提供体制を強化

新型コロナウイルス感染症対策の事態の長期化を見据え、協力金の支給期間を令和3年3月末まで延長

② 重症・中等症患者を受け入れた医療機関に対する協力金

⇒ 負担の大きい医療機関に対して円滑な患者の受入れを支援

概要

予算額合計 693,179千円

5月専決 492,651千円

6月補正 200,528千円

さらに患者の

受入れに対し

支援の内容

医療機関 協力金 ＋

新型コロナウイルス感染症患者の

病床確保

一床当たり 8,000 円／日
中等症患者(※2)

一人当たり 16,000 円／日

重症患者(※1)

一人当たり 41,000 円／日

※1：重症患者：人工呼吸器またはECMOによる治療が必要な患者

※2：中等症患者：酸素吸入が必要な患者

① ②

入院患者の受入れを行う医療機関への協力金(感染症予防事業)取組③ ６月補正

（市単独事業）



学校の臨時休業によって生じた授業の未実施分を補い、学習の機会を保障するため、スクールアシスタントや
非常勤講師、スクール・サポート・スタッフを追加配置します。

１ スクールアシスタントの追加配置 【予算額】１０８，１２７千円（国の補助金を活用）
①家庭学習の準備、学級担任等の補助、児童生徒への支援等を実施。
②学校の臨時休業によって生じた未実施の授業日数３３日分を、全市立小・中・特別支援学校164校に配置し
ているスクールアシスタントに追加。

２ 非常勤講師の追加配置 【予算額】３，２９４千円（国の補助金を活用）
①内容の定着が不十分な生徒や受験を控えた高等学校の3年生に対し、放課後等を活用した補習を実施。
②全市立高等・中等教育学校4校に、1人ずつ配置。

３ スクール・サポート・スタッフの追加配置 【予算額】１２０，４９５千円（国の補助金を活用）
①感染症対策の強化を図ることで純増する学校職員の負担を軽減するため、家庭学習等の準備や印刷、校内の
消毒等の感染症対策等を実施。
②市立小・中・特別支援・中等教育学校の未配置校155校に、1人ずつ配置。

学校における感染症対策及び学びの保障に必要な人的体制の強化

概要

児童生徒一人ひとりへのきめ細かな指導や支援を行うとともに、感染症対策強化に伴う教員の業務負担軽減を図ることができます。

効果

取組④ ６月追加補正



学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に対応できるよう、それに係る保健衛生用品や備品などを
購入します。

【支援内容】

①児童生徒が分散して授業を実施するために必要なプロジェクターやスクリーン等の購入
②感染症対策に必要な保健衛生用品等の購入

【予算額】
２６８，５００千円（国の補助金を活用）

学校における感染症対策及び学びの保障に必要な物的体制の強化

概要

学校での感染拡大のリスクを最小限におさえ、安全・安心な学校生活を守ります。

効果

取組⑤ ６月追加補正



新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市の登園自粛要請期間中に、認可外保育施設の登園自粛に協力し
た利用者に対し、保育料の一部を市独自に助成します。

【支援内容】：新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、登園自粛に協力した日数に応じ、保育料の一部を市
独自に助成

【支援対象】：認可外保育施設（企業主導型保育施設及び既に実施している市認定保育施設を除く）を利用す
る全ての児童

【対象期間】：令和2年4月8日～令和2年5月31日

【予算額】 ：５０，９７６千円（市単独事業）

認可外保育施設に登園自粛した利用者の保育料の助成(認可外保育施設運営事業)

概要

登園自粛のため利用しなかった日数分の保育料を市が助成することで、保護者の負担軽減を図ります。

効果

取組⑥ ６月追加補正



概要

効果

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、生産活動収入が相当程度減少している
就労継続支援Ａ・Ｂ型事業所に対し、生産活動の再起に向けて必要となる費用等について、
５０万円を上限に補助金を支給します。

【対象事業所】
就労継続支援Ａ・Ｂ型

【補助対象期間】
令和２年４～９月（予定）

【予算額】
１５，０００千円
（国の補助金を活用）

就労継続支援Ａ・Ｂ型事業所に対し、生産活動の再起に向けて必要となる費用等を支援することで、
その存続を下支えすることを通じ、引き続き、障害者の働く場及び利用者の賃金・工賃の確保を図る。

固定経費 設備メンテナンス

通販・宅配・ＨＰ作成 事業転換

在庫調整 広報活動

支援対象費用の例

取組⑦ ６月追加補正就労継続支援Ａ・Ｂ型事業所に対する再起に係る経費の支援(地域生活支援事業)



就労継続支援Ｂ型事業所における障害者の工賃の支援(自立支援給付等事業）

概要

効果

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による生産活動の縮小に伴い、工賃が減少した就労継続支援Ｂ型で
働く障害者に対し、月額１万円を上限に工賃減少額の８割を支給します。

【対象者】
工賃が減少した
就労継続支援Ｂ型で働く障害者

【実施期間】
令和２年４月から９月まで

【予算額】
２４，９００千円（市単独事業）

国の雇用調整助成金の対象とならない就労継続支援Ｂ型で働く障害者に対し、工賃の支援を行うことで、
利用者の生活及び生産意欲の維持を図ることができます。

Ｂ型利用者

Ｂ型事業所 さいたま市

工賃減少額の８割を支給

工賃減少額を申請

工賃減少額の８割を支給

支援方法

６月追加補正取組⑧



介護サービス事業所等が、新型コロナウイルスの感染機会を減らしつつ、必要な介護サービスを継続して提供するた
めに必要な経費に対して補助します。

【取組内容】

①補助対象事業所
・利用者又は職員に感染者が発生した事業所
・居宅を訪問しできる限りのサービスを提供した通所系サービス事業所 など

②補助対象経費
・令和２年１月１５日から令和２年度中に生じた消毒費用や衛生用品の購入費用、職員の割増賃金や手
当等（サービスの種類ごとに補助上限額あり）

【予算額】
３０，０００千円（国の補助金を活用）

介護サービス事業所等に対する事業継続に係る支援(老人福祉施設運営補助事業）

概要

介護サービス事業所等がサービスを継続して提供できるよう支援を図ります。

効果

取組⑨ ６月追加補正



生活困窮者相談支援員の増員配置（生活困窮者自立支援事業）

概要

相談支援員を増員することにより、生活に困窮する方からの様々な相談内容に、円滑に対応することができます。

効果

取組⑩ ６月追加補正

・「生活自立・仕事相談センター（各区福祉課に設置）」では、生活に困窮している方から、抱え
ている問題をお聞きし、解決方法を一緒に考え、「自立」に向けた支援を行っています。

・新型コロナウイルス感染症の影響から、「生活自立・仕事相談センター」への相談件数が増加して
いるため、センターの相談支援員を各区２名ずつ（計２０名）増員することで、相談体制を強化
します。

【予算額】
２９，０７０千円
（国の補助金を活用）

時期 相談件数

Ｒ２年４月 ９４２

Ｒ元年４月 １３９

増減 ８０３



生活困窮者への一時的な住居の提供等の支援（生活保護執行管理事業）

一定の住居を持たず、経済的にもお困りの方に対して、日常生活を営むのに必要な支援を行うことができます。

取組⑪

概要

効果

６月追加補正

生活に困窮している方への支援の内、一定の住居を持たない方に対して、一時的な住
居の提供やアパート等への転居支援等を行っていますが、新型コロナウイルス感染症の
影響により、一定の住居を持たない方の相談が増加しているため、居住支援等に係る経
費を補正し、支援を強化します。

【予算額】
３０，３０１千円
（国の補助金を活用）

時期
生活自立・仕事相談セ
ンターにおける住まい
に関する相談件数

事業利用件数

Ｒ２年４月 ２３４ ４

Ｒ元年４月 ４３ ０

増減 １９１ ４



新型コロナウイルス感染症の影響により子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯に特に大きな困難が心身に生じていることを踏まえ、
こうした世帯の子育て負担の増加や収入の減少に対する支援を行う。

＜基本給付＞（対象世帯：約９，５００世帯）
【対 象 者】①令和２年６月分の児童扶養手当が支給される方（申請不要）

②公的年金等を受給しており、令和２年６月分の児童扶養手当の支給が全額停止される方（要申請）
③新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変するなど、収入が児童扶養
手当を受給している方と同じ水準となっている方（要申請）

【給 付 額】１世帯５万円、第２子以降１人につき３万円

＜追加給付＞（対象世帯：約７，１００世帯）
【対 象 者】上記、基本給付対象者①②に該当する方のうち、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が

急変し、収入が減少した方（要申請）
【給 付 額】１世帯５万円

＜支給時期＞基本給付：令和２年７月以降 追加給付：令和２年８月以降

【予算額】 １，０１６，３６０千円（国の補助金を活用）

ひとり親世帯臨時特別給付金の支給(子育て世帯への臨時特別給付金給付事業)取組⑫

概要

新型コロナウイルス感染症の影響を受けているひとり親世帯の経済的・精神的負担が緩和されます。

効果

６月追加補正



「新しい生活様式」における熱中症予防

●身体的距離の確保 ●マスクの着用 ●手洗いや、「３密（密集、密接、密閉）」回避

※高齢者や持病のあるような重症化リスクの高い人と会う際には、体調管理をより厳重にする。

「新しい生活様式」
感染防止の３つの基本

●マスクを着用している場合には、強い負荷の作業や運動は避け、のどが渇いていなくても、

こまめに水分補給を心掛けるようにしましょう。

●屋外で人と十分な距離（少なくとも2ｍ以上）が確保できる場合には、

マスクをはずすようにしましょう。

●周囲の人との距離を十分にとれる場所で、適宜、マスクをはずして休憩しましょう。

※外出の自粛により自宅で過ごすことが多くなり、体力が落ち、体が暑さに慣れていないため、

気をつけましょう。

熱中症予防行動

「新しい生活様式」における熱中症予防行動のポイント


